
６　個別取組事項

行政管理課

職員課

財政課

会計課

予算編成事務の軽減

予算編成事務の効率化や予算執行の
適正化を図るため、予算の一部の経
費における枠配分方式の導入によ
り、予算編成事務を軽減する。ま
た、予算から決算までを一連の資料
として活用できるよう、様式の見直
しを行う。

検討 実施 総務部 財政課

職員のためのヘルプデス
クの作成

職員課への提出書類について、制度
の仕組みや内容を職員に分かりやす
く案内し、併せて事務の簡素化を図
る。

検討
一部実
施

実施 総務部 職員課

催事の検討

同地区の年間催事（港まつり、フレ
ンドリーポート、新春イベント、ス
ターライトレビュー等）を再検討
し、目的別に整理し、効果、目標を
明確にする。

実行組織の強化
各種イベントの実行形態を再検討
し、組織を強化する。

収容先未確定の放置プレ
ジャーボートの収容先の
確保

堀川・新堀川等内港地区に点在する
放置プレジャーボートの収容場所の
検討及び確保に向けた調整。南５区
の新舞子ボートパーク(Ⅰ期)で収容
できない放置プレジャーボートの収
容先として、Ⅱ期(190隻分）の整備
手法を含めた早期整備の検討を行
う。

対策会議への一部利用者
への参画要請及び会議開
催

対策の具体化を図るための実施調整
会議の開催を行う。

条例等の整備
適正化条例の制定及び港湾法に基づ
く規制の検討を行う。

名古屋港における催事の
見直し

プレジャーボート対策の
推進

名古屋港における総合的なプ
レジャーボート対策を進める
上で、関係市町村を始めとす
る行政機関と連携し、適正な
水域管理等の秩序化を図る。

名古屋港全体の催事のあり方
について見直し、効果的な催
事を行う体制を整える。

関連システムとの連携を考慮し、庶
務事務システムを導入するととも
に、職員への研修を行う。

20年度

内部管理事務の見直し

事務事業の整理・合理化・効率化

内部管理事務（庶務事務）を
見直し、コスト等を削減す
る。

制度主管課への集中化の検討を行
う。また適正な人員配置の検討など
を行う。

集中処理化体制実施

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

総務課

港営課（プレ
ジャーボート
対策担当）

総務部

港営部検討

実施

個別項目

1-1-1

事務事業の抜本的見直し
1

1-1

検討
検討・
一部実
施

庶務事務システムの導入

総務部検討 一部実施実施

1-1-2

1-1-3
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

管理経費の削減

無線局を含む通航情報管理室につい
て、老朽化が進む設備、人員及び勤
務体制をトータル的に見直すことに
より、管理経費の削減を図る。

検討

無線通信業務の相互協力

東海・東南海地震など災害時、愛知
県、四日市港管理組合との国際ＶＨ
Ｆ無線通信業務の相互協力体制を確
立し、現状の通信エリアを確保す
る。

非常用国際ＶＨＦ無線電
話機の整備

東海・東南海地震など災害時、現通
信設備被災に備え、ポータブル型国
際ＶＨＦ無線電話機を整備する。

共通使用可能な予備品、
消耗品の整理

現在管理している予備品、消耗品等
で共有使用可能なものの整理を行
う。また、メーカー、型番の異なる
予備品、消耗品等についても互換性
の整理を行う。

予備品、消耗品の管理情
報の共有化

予備品、消耗品等の管理情報の共有
化を行う。

名古屋港政策体系の構築

名古屋港の使命を果たすため、本組
合の業務を政策-施策-事務事業の階
層に分け、目的と手段との因果関係
を明確にする。

企画調
整室

企画担当、基
本構想担当

施策評価を取り入れた新
行政評価システムの構築

施策を構成する複数の事務事業に関
して施策への貢献度を比較検証する
ことにより、個々の事務事業の優先
順位付けを行う施策評価を取り入れ
た行政評価システムに変更する。

総務部 行政管理課

行政評価と予算の連携方
策の検討

行政評価上の施策や事務事業の括り
と連動した予算科目のあり方の検討
等

総務部 行政管理課

枠配分予算編成方式の導
入

枠配分する範囲の検討、予算編成フ
ローの検討、導入

総務部 財政課

試行導
入

実施

1-2-2

1-2-1

無線局の運営において、大規
模災害に備えるための相互協
力の検討と管理経費の削減を
図る。

名古屋港無線局の見直し 海務課

港湾管理事務
所（コンテナ
担当）

港営部

港営部

実施

検討

1-2

1-1-4

1-1-5

実施

検討

利用者本位の効率的で質の高
い港湾行政の確立を目指し、
事業の重点化や選択をさらに
進めていくため、名古屋港の
政策体系を整備し、これまで
の事務事業評価に加え、施策
ごとに個々の事務事業の優先
順位付けを行う施策評価も取
り入れた行政評価システムを
導入する。

導入

検討

港湾管理事務所（コンテナ担
当）においては、飛島、稲
永、金城の予備品、消耗品
（ガントリークレーン、照明
設備等の保守管理用部品）の
管理情報が共有化されていな
いため、在庫状況及び使用状
況のデータを共有することに
より、効率的かつ経済的な管
理を行う。

行政マネジメントの強化

整理 入力

行政評価システムを活用
した予算編成方式の導入

ガントリークレーン等の
予備品・消耗品の管理情
報の共有化

顧客志向、成果志向の行政運
営が求められる中、業績（成
果）に基づく予算編成への転
換を図るため、行政評価の結
果を予算編成に反映する仕組
みを作る。

名古屋港政策体系に基づ
く行政評価システムの導
入
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

委託の必要性の検討

今後の金城コンテナターミナルでの
コンテナ取扱い見込みを踏まえて、
荷役機械の保守管理委託の必要性に
ついて、検討を行う。

委託及び監理の内容等の
検討

委託を行う場合、委託内容と委託監
理の内容等について検討を行う。

定型的業務の委託化
職員の業務における定型的業務等の
委託化を進め、職員人件費の削減に
よりコスト減を図る。

実施

Sea-NACCSデータ活用の
推進

Sea-NACCSデータの活用を推進し、統
計データ作成における効率化、コス
ト減を図ることとし、そのためのシ
ステム改善対応を行う。

検討 作業 実施

民営化に伴う内部検討
保有ひき船の取扱い及び防災時の対
応の検討

民間ひき船事業者による
配船組織・方法について
の協議

本組合のひき船配船業務に代わる民
間ひき船事業者による配船組織・方
法について協議を行う。また、ひき
船事業の変更について、関係者に対
して説明を行う。

民営化後の組織と本組合
のかかわり方についての
検討

民営化後のひき船配船組織と港湾管
理者としての本組合の関わり方につ
いて検討する。

ひき船事業民営化に伴う
会計の整理

名古屋港管理組合港湾整備事業の設
置等に関する条例および財務に関す
る特例を定める規則の改正を行っ
て、企業債繰上償還等の経理的な事
務手続きを行う。

実施 港営部 港営課

港営部 海務課

計画担当（統
計センター）

1-3-3

1-3-2

金城荷役機械の保守管理
委託化

民間機能の活用1-3

ひき船事業の民営化

民間ひき船事業者により、利
用者に対して適当かつ十分に
ひき船作業を提供できる体制
を形成し、本組合のひき船事
業を廃止する。

港湾統計業務の電子化及
び委託化の推進

港湾情報のデータによる入手
等の電子化の推進及び職員の
業務の委託化の推進により、
業務を効率化し、港湾業務に
係るトータルコストの削減を
図る。

1-3-1

港営部

企画調
整室

港湾管理事務
所

今後の金城コンテナターミナ
ルでのコンテナ取扱い見込み
を踏まえて、金城荷役機械の
保守管理委託を夜間休庁日の
みから全日委託に切り替える
ことでコスト削減を図る。

検討

実施
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

1-4-1

名古屋港管理組合防災対
策アクションプランの策
定・実施

大規模地震等による被害軽減
と災害発生時に迅速に対応で
きる体制を準備するため、防
災施設の整備及び体制強化の
検証・検討を実施する。

防災施設・機能の整備及
び高質化等並びに防災体
制強化をこのアクション
プランとして位置づけ
る。

おおむね５ヵ年計画における必要な
防災対策のメニューを洗出し、課題
及び今後の対応等の検証・検討を行
い、アクションプランを策定する。
また、年度ごとに必要な見直しを行
う。策定されたアクションプランに
よる防災対策は、本組合の総力を挙
げて実施に向けて取組むものとす
る。

プラン
検討・
策定

事業ご
との検
討・実
施等

総務部 危機管理室

1-5-1
港湾施設の利用形態の見
直しによる港湾施設使用
料の確保

港湾施設の利用形態を見直す
ことにより、収入の確保と事
務の効率化に取り組む。

施設の利用形態の見直し
による施設利用の促進

低利用荷さばき地の利用形態を変え
ることにより、施設の利用促進を図
る。

見直し 港営部 港営課

飛島東側一体利用の検討
飛島ふ頭東側の一体利用についての
検討を行う。

長期リース制度の導入の
検討・整理

長期リース制度等による専用的な利
用により、固定収入を得るための仕
組みを検討する。

経費削減への仕組みの検
討

借受者による維持補修等により、経
費削減となる仕組みを検討する。

1-5-3

金城コンテナターミナル
の見直し

スーパー中枢港湾育成プログ
ラムにおけるコンテナターミ
ナルの見直しに伴い、金城コ
ンテナターミナルの荷役機械
事業を見直す。

荷役機械事業における金
城コンテナターミナルの
見直しに伴う会計の整理

名古屋港管理組合港湾整備事業の設
置等に関する条例の改正を行って、
荷役機械の基数を変更し、企業繰上
償還、売却処分方法等の経理的な事
務手続を行う。

検討･実
施

港営部 港営課

施設点検マニュアルの作
成及び点検実施

各種港湾施設を維持管理区分に選定
し、区分に応じた管理水準を決定す
る。また、点検の手順、方法、基準
を含んだ点検マニュアルを作成し、
点検実施する。

建設部
技術管理課
（維持管理担
当）

施設の劣化・健全度評価
基準の制定及び評価の実
施

点検結果より港湾施設の老朽化の進
行度合いを検討する。

健全度維持のための優先
順位の決定

維持補修のための優先順位を決定す
る。

飛島ふ頭公共バースの管
理体制の見直し

港湾施設等の維持管理計
画の策定

1-6

1-5

1-5-2

1-6-1

1-4 危機管理への対応

検討

港湾施設の見直し

適正な維持管理に向けた取組み

公共ターミナルの専用的利用
と借受者によるメンテナンス
など管理体制の見直しを行う
ことにより経費削減と効率化
を図る。

検討･実
施

本組合が所有する施設の維持
補修にかかる事業費の縮減と
平準化を図るため、中長期的
な港湾施設等の維持管理計画
を策定し、効率的な維持管理
を図る。

港営課

工事課

港営部

建設部

実施
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

1-6-2

簡易ＧＩＳを利用した維
持管理データのデータ
ベース化

道路、緑地、建築、機械等の
様々なデータをＧＩＳ（地理
情報システム）ソフトを利用
して、地図と結びつけたデー
タ整理を行うことで、維持管
理データの一元化を図る。

ソフト導入及びシステム
構築

ＧＩＳソフトを利用し、様々なデー
タを効率的に閲覧できるようなシス
テムを構築する。

実施 建設部
技術管理課
（維持管理担
当）

財政構造の改善を図るための
取組項目及び目標を定め、継
続的な取組を行う。

財政健全化計画の実施及
び財政構造改善計画（仮
称）の推進

財政構造を改善する。

財政健
全化計
画の実
施、財
政構造
改善計
画（仮
称）の
策定

総務部 財政課

行政の行う必要のある事
務の検証と委託化の推進

各職場の業務を検証し、必ずしも行
政が行う必要のないものは民間へ移
行させる。また、民間へ委託した方
が行政サービスの向上や経費の削減
が図れる業務については、委託化を
推進する。

行政管理課

採用の抑制

将来の人員構成も踏まえ、平均職員
数の確保に配慮しつつ、退職者の有
効活用や民間移行等により、余力の
生じた人員の有効配置を行うことに
より、採用者数の抑制を図る。

職員課

維持管理と管理の区分の
明確化

維持管理と管理の区分を明確化させ
るため、全体的な事務事業の調査を
行う。

港営部 管財課

業務のフローチャート作
成

無収施設の維持管理等、業務のフ
ローチャートを作成する。

港営部
港湾管理事務
所

公共道路等、無収施設の
維持管理体制の再構築

3-2-1

3-1

3-2

財政構造改善の推進

2-1

財政構造の健全化

職員数の削減

3

3-1-1

18年度
比で5％
程度の
削減

組織・体制の見直し

職員定数の適正な管理

組織横断的な調整

2

財政構造改善計画（仮称）の推進

民間でできるものは民間でと
の理念のもと、真に行政とし
て行う必要のある業務である
か検証を行い、行政のスリム
化を図るとともに、民間への
委託化を推進する。併せてOB
職員の活用や採用職種に捉わ
れない人員の配置を進め、職
員の有効活用を図ることによ
り採用を抑制し、職員数の計
画的削減を行う。

実施

公共用地や公共道路といった
本組合所管施設の｢管理｣と｢維
持管理｣の所掌が不明確である
ため、維持管理と管理の区分
を明確にし、無収施設の維持
管理体制を再構築する。

実施調査

総務部
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

総務部 危機管理室

港営部
港湾管理事務
所

指定管理者業務の適正遂
行

事業計画の適正遂行を監督指導し、
適正化を図る。

総務部 行政管理課

業務改善の推進
業務評価を行い、改善点を協議し、
効果的、効率的な管理運営を図る。

港営部
港営課（関連
事業担当）

企画調
整室

企画担当

総務部 行政管理課

港営部 港営課

港営部
港営課（関連
事業担当）

港営部 海務課

4

3-2-2

実施
検討・
準備

移行手
続

検討

実施

移行準
備

庁内会議を設置し、今後定められる
制度の詳細（政省令）や税優遇の情
報をもとに、公益性の認定を受けら
れるか、また受けるべきかの検討や
移行に向けての諸課題を整理する。

SOLAS施設の出入り管理は危機
管理室、それに付帯する港湾
施設の管理は港湾管理事務所
と所掌事務に密接な関係があ
る。業務の効率化、責任の明
確化を目的に、権限の移譲を
含む組織の見直しや連絡体制
の強化等、業務内容の明確化
を図る。

外郭団体の経営改善及び体制の見直し

指定管理者業務の適正化と改
善

庁内会議の設置

公益法人制度改革関係３法が
交付され平成20年12月1日まで
の法律施行から5年間の移行期
間（平成25年度）内に、諸条
件や税制優遇等を勘案のう
え、以下の外郭団体等を公益
社団法人及び公益財団法人又
は一般社団法人及び一般財団
法人に移行、或いは株式会社
化する。(財)名古屋港埠頭公
社、(財)名古屋みなと振興財
団、(財)名古屋港緑地保全協
会、(財)名古屋港船員厚生施
設運営会、(社)名古屋清港会

指定管理者の業務が適正に遂
行されるよう業務改善を図っ
ていく。

移行スケジュール、各団体毎の移行
方針等の基本事項に係る方針を定め
る。

4-1

基本方針の策定

管理体制の検討、実施

公益法人制度改革に伴う外郭
団体等の見直し

国際ふ頭施設の出入り管
理体制の見直し

東西港への調査、業務の二分化（棲
み分け）、連絡体制及び権限の移譲
を含む組織の見直しの検討・実施、
適正な人員配置の検討・実施

検討

4-2

6



６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

人事評価制度の整備
客観的で公正性や透明性が高く、実
効性・納得性のある人事評価制度の
整備を図る。

給料表上における職務、
職責の明確化及び勤務成
績に基づく昇給制度の導
入

職務給の原則を徹底し、給料表にお
ける職務の級における職務、職責を
明確化する。また、給料表の号給を
細分化し、昇給期を年１回とするこ
とにより、弾力的な昇給幅を確保し
た上で、普通昇給と特別昇給に基づ
く昇給に統合し、勤務実績を適切に
反映できるよう整備を図る。

年功的昇給制度の廃止
長期勤続者の昇給短縮制度、５５歳
昇給停止措置及び枠外昇給制度を廃
止する。

特殊勤務手当の見直し
特殊勤務手当の支給対象を、現在の
14項目から国にない手当を削減し、
特殊勤務手当の適正化を図る。

検討 実施

5-1-2

高齢職員の人事システム
の確立

高齢職員のより一層の能力開
発、活用を図るため、高齢職
員の制度の有効活用を行う。

高齢職員の制度の有効活
用

外郭団体への再雇用、嘱託制度を活
用して、現在でも一定の機能を果た
している。今後は再任用制度を含む
取組みも進めていく。

総務部 職員課

現状分析、基本設計
現状の事務の流れを分析し、システ
ムの基本設計を行う。その際、現在
の事務について改善の提案を行う。

概要設計、詳細設計
基本設計の方針に沿い、システムの
設計を行う。

プログラム製造、テスト
プログラムの製造及びテストを行
う。

財務会
計シス
テム稼
動
港湾管
理情報
システ
ム開発

財務会
計シス
テム開
発

人事・給与制度の見直し

人事・給与制度改革

検討 実施

財務会計システム及び港湾情
報管理システムをメインフ
レームからクライアント・
サーバ方式に移行し、運用コ
ストの低減及び事務効率の向
上を図る。

5

5-1

5-1-1

6-1

6-1-1

6

年功的な給与上昇要因を抑制
し、能力、職務、職責や勤務
実績に応じた適切な給与を確
保することにより、職員を客
観的に評価し、能率的な人事
管理を推進する。

情報化の推進等による港湾行政サービスの向上

行政情報化の推進

給与制度改革

財務会計システム及び港
湾管理情報システムの再
構築

港湾管
理情報
システ
ム稼動

総務部 行政管理課

総務部 職員課

7



６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

情報セキュリティマネジ
メント　Ｐ｢計画・策定｣

本組合が保有する情報資産につい
て、資産の洗い出し及びリスク分析
を行うことにより、本組合が目指す
セキュリティレベル及び実施手順を
策定し、具体的な年次計画を立案す
る。

Ｄ｢導入・実施｣
情報セキュリティ対策の実施手順を
策定し、人的対策、物理的対策、技
術的対策、運用対策を行う。

Ｃ｢運用・監視｣
情報セキュリティポリシー及び実施
手順の遵守状況の確認及び運用監視
を行う。

Ａ｢評価・見直し｣
情報セキュリティ対策及び管理体制
の見直しを行う。

発注図書の電子化の要
領・基準の策定

設計書、特記仕様書の電子化及びCAD
ソフトによる発注図面の電子化の要
領・基準を策定し、併せて国土交通
省が定めたＣＡＤ製図基準（案）に
よる発注図面作成の講習会を実施す
る。

 
策定

 

発注図書のデータベース
構築の検討

発注図書をインターネットを利用し
て提供するためのデータベース構築
を検討する。

検討

電子納品の要領・基準の
策定・運用

CADソフトによる設計委託業務の設計
図面及び工事完了図面の電子化並び
に工事写真の電子化の要領・基準を
策定し、運用する。

策定

導入･実
施
運用･監
視
評価･見
直し
計画･策
定

建設部 技術管理課

行政管理課総務部
計画・
策定

計画・
策定

全庁的に適正かつ継続的に情
報セキュリティ対策を行うた
め、情報資産の洗い出し、リ
スク分析、運用対策ルール及
び管理体制の見直し等を行
い、PDCAによるマネジメント
サイクルの運用を通して、情
報セキュリティの継続的な対
策を行なう。

公共事業支援統合情報シ
ステム（CALS/EC）による
公共事業に係る情報の電
子化の推進

公共事業のITによる革新とし
て、公共事業支援統合情報シ
ステム（CALS/EC）により、公
共事業に係る情報の電子化が
求められており、発注図書及
び工事関係書類の電子化を図
る。

6-1-2

情報セキュリティマネジ
メントの確立

6-1-3
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

制度の調整

全ての科目で口座振替制度が利用で
きるために、財務規則の改正によ
り、科目ごとに臨機的な納期設定、
口座振替日の設定ができるよう検討
する。

関係者との調整及びPR

関係者との調整（システム管理者、
許認可事業主管課、金融機関及び委
託業者）後、全ての科目で口座振替
のサービスが利用できることを利用
者へ周知し、利用の拡大を目指す。

港営部
港営課（関連
事業担当）

建設部 総合開発室

現行業務等の見直し

入札参加資格申請受付、電子入札、
入札関連情報の公開までの一連の流
れをシステム化する。規程類の見直
しをする。

実施

財務会計システムに変換
するためのシステムの構
築

あいち電子調達共同システム（県及
び市町村等との共同開発）は、財務
会計システムと仕様が異なる。これ
により、名簿データを財務会計シス
テムにリンクさせるため、財務会計
に変換させるためシステム構築を行
う。

検討･実
施

7-1-2

総合評価落札方式の導入

従来の価格競争による入札に
価格以外の要素も含めて、総
合的に評価を行う総合評価落
札方式の導入の検討を行う。

評価基準等の整備

価格に加え、価格以外の要素も総合
的に評価して落札者を決定する総合
評価方式の導入のため、評価基準、
実施要領等の整備を行う。

検討 建設部 管理課

実施

検討

会計課総務部
見直
し・検
討

港湾サービスの向上

現行の財務会計システムによ
る調定は、全ての科目につい
て口座振替ができないため、
利用者からの問合せ、苦情が
ある。新財務会計システムの
再構築に合わせ、口座振替の
機能を付加するとともに制度
や関係者との調整を行う。

口座振替制度の拡大

ガーデンふ頭地区施設の
案内看板の充実

6-2

案内看板の充実

公正の確保と透明性の向上

7-1

7

6-2-1

6-2-2

ガーデンふ頭地区来港者の利便性向
上及び動線の円滑化のため、新設又
は高質化等により、案内看板の充実
を図る。

来港者にわかりやすい動線案
内に努め、来港者のニーズを
把握しつつ案内看板の充実を
図る。

公共工事の入札及び契約の適正化

7-1-1

電子入札の導入

インターネット上でのやり取
りのみで入札できる電子入札
を導入することにより、事務
の簡素化と透明性の向上を図
る。

実施

建設部 管理課
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

ガイドラインの策定

プロポーザル方式において要求され
る｢高度な技術的特性及び専門性」並
びに「契約の性質及び目的が競争を
許さない」事由について、どのよう
に整理できるのか検討する。

評価基準等の検討
プロポーザル制度を導入するため
の、評価基準、実施要領等の検討を
行う。

現行業務の確認
現行の工事施行規程、工事施行要領
の見直しと監督内容の確認を行う。

工事監督基準の作成

各監督職員の業務分担、監督方法、
工事関係書類の明確化等について、
工事施行規程の見直しも含め、監督
基準の検討及び作成を行う。

現在交付されている補助
金、負担金の整理

現在交付されている補助金等の交付
根拠、相手方及び目的を洗出し、分
類する。

補助金等交付規則の整備
補助金等の交付の条件等を統一化
し、明確化する。

行政評価制度との連携

行政評価制度と連携し、第三者によ
る外部評価を活用することにより、
補助金等の公益性、必要性、有効
性、適格性、及び妥当性等の検証を
行う。

7-2-3

委託業務施行手続の規定
の確立

工事施行規程を委託業務につ
いても準用しやすいよう統一
することにより、事務の効率
化を図る。

工事施行規程の改訂
建設部以外の部で発注した委託業務
が工事施行規程を準用しやすいよ
う、規程を改訂する。

作成 実施 建設部 技術管理課

検討

財政課

技術管理課

管理課

建設部

総務部

建設部

7-1-3

7-2

7-2-2

補助金、負担金交付手続
の整備

行政手続の適正な運用

7-2-1

委託調査におけるプロ
ポーザル制度の採用

工事監督基準の作成

契約の適正な履行を確保する
ため、工事の完了を確認する
監督内容の詳細についてまと
め、工事監督基準等の検討及
び作成を行う。

調査委託業者の選定にあたっ
て、プロポーザル制度を導入
し、より内容のある調査を実
施する。

調査 作成

補助金、負担金は、硬直的、
非効率的で不透明になる弊害
が指摘されており、また、一
度交付されると既得権化する
傾向にある。交付手続き等に
関する統一した規程を整備
し、客観的に評価することに
より、公益性、有効性、適格
性及び妥当性等の検証を行う
とともに、サンセット方式
（終期の設定）、スクラッ
プ・アンド・ビルドの原則に
より整理、統合を推進する。

検討 実施
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６　個別取組事項

20年度

コード

取組項目

項目名

個別取組項目

取組項目

推進項目

個別取組項目の概要

推進項目

所　管

部室 課所

取り組むべきこと 具体的な内容

実施年度

19年度 23年度22年度21年度

個別項目

8-*-1

防潮壁の高質化の推進

ガーデンふ頭界隈の防潮壁の
修景化・親水化等の高質化を
推進するため、計画段階から
住民や港湾関係者等を交えて
検討を行い、意見等を取り入
れた事業を行う。

防潮壁の高質化

地域住民や港湾関係者等の意向を踏
まえ、ガーデンふ頭界隈の防潮壁の
修景化への取組に対する支援を行
う。事業主体は夢塾２１（官民一体
組織）、資金援助は名古屋市（まち
づくり交付金）、施設管理は名古屋
港管理組合。

実施 建設部 総合開発室

9-*-1

本庁舎外へのＥＭＳ活用

本庁舎外で簡易ＥＭＳを活用
することで、名古屋港管理組
合全職員により環境負荷の軽
減に取り組んでいく。

ＰＤＣＡの推進
本庁舎外で管理できる項目で、目標
を立てて継続的改善を行う。

試行 実施
企画調
整室

環境保全セン
ター

課題の整理及び他事例の
収集

環境配慮についての他事例収集とと
もに、計画から建設、管理運営まで
環境面の課題について整理する。

環境配慮事項の検討

対象事業、配慮すべき項目、計画か
ら建設・管理運営まで環境配慮に関
する具体的手法等について検討す
る。

運用システムの検討
事務処理手続等の運用システムの構
築や公表などについて検討する。

環境保全セン
ター

企画調
整室

9-*-2

環境配慮マニュアルの策
定

国土交通省の港湾環境政策
「港湾行政のグリーン化」に
おける、あらゆる段階におけ
る環境配慮の標準化を受け、
本組合が実施する港湾整備に
係る事業について、計画から
建設、維持管理運営まで環境
保全対策を検討し、環境配慮
マニュアルを運用することに
より、環境負荷の軽減を図
る。

9

8
行政への住民等参加の一層の推進

環境負荷の低減に向けた取組み

策定 運用検討調査
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